
 

 

契  約  書 （案） 

 

岡山県（以下「甲」という。）と◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯（以下「乙」という。）と

は、各々の対等な立場における合意に基づいて次の条項によりクラウドサービス接続回線

（接続サービス）提供業務に係る契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものと

する。 

 

１ 業務の名称  クラウドサービス接続回線（接続サービス）提供業務 

２ 契 約 期 間  令和６年12月１日から令和11年11月30日まで 

３ 契 約 金 額  月額金◯◯◯◯◯◯円 

（うち消費税額及び地方消費税の額金◯◯◯◯◯◯円） 

４ 契約保証金  ◯◯◯◯◯ 

 

（総則） 

第１条 乙は、別添クラウドサービス接続回線（接続サービス）提供業務仕様書（以下「仕

様書」という。）及び乙が別に定める◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯（以下「契約約款等」と

いう。）に基づき、頭書の契約金額（以下「回線使用料」という。）をもって、頭書の契

約期間に、頭書の業務（以下「本業務」という。）を履行しなければならない。 

２ 仕様書と契約約款等の内容に相違がある場合は、仕様書の内容を優先するものとする。 

（権利義務譲渡の禁止） 

第２条 甲及び乙は、事前に相手方の書面による承諾を得ることなく、この契約により発生

する権利及び義務の全部若しくは一部を第三者に譲渡し、又は引き受けさせてはならない

ものとする。 

（再委託等の禁止） 

第３条 乙は、甲があらかじめ書面により承認した場合を除き、本業務の全部又は一部を、

第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 

２  乙は、前項の規定による甲の承認を受けた上で、業務の委託を行う場合、委託先の業務

の実施について、自らが業務を行った場合と同様の責任を負うものとする。 

（回線使用料の支払） 

第４条 乙は、業務を履行した月の翌月に前月分の回線使用料を書面により請求するものと

し、甲は、乙の適正な請求のあった日から30日以内に回線使用料を支払わなければならな

い。 

２ 甲が前項に規定する支払期日までに乙に対して回線使用料を支払わないときは、甲は、

当該支払期日の翌日から支払日までの日数に応じ、未払いの回線使用料につき年2.5パー

セントの割合で算定した金額を遅延利息として乙に支払うものとする。ただし、その金額

に100円未満の端数があるときは、乙は、当該端数を請求しないものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、乙の責めに帰すべき事由により回線使用料の受領が遅れた場

合は、甲は、同項に規定する遅延利息の支払の責めを負わない。 

（本業務の停止）  

第５条 乙は、仕様書又は契約約款等に定める内容にかかわらず、次の各号の場合には、本

業務の全部又は一部を停止することができるものとする。 

(1) 戦争、テロ行為、騒乱、暴動、致死的な伝染病の流行その他第三者による加害行為に

より本業務の履行が不能となったとき。 

(2) 乙の設備等の保守、工事その他のやむを得ない事由があるとき。 

２ 前項の場合において、乙は、本業務が停止される時期及びその期間を甲に対して通知す

るものとする。 



 

 

３ 乙は、甲につき次の各号の事由が生じたときは、本業務を停止できるものとする。 

(1) 甲が利用料の支払を遅滞したとき。 

(2) 甲がこの契約に違反したとき。 

(3) 甲の責めに帰すべき事由により本業務の履行に著しい支障を来し、又はそのおそれが

あるとき。 

４ 前項の場合において、乙は、甲に対して、事前に本業務を停止する日、その期間及び理

由を通知するものとする。 

（契約の解除）  

第６条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当する場合には、何らの催告を要せずこの契約

の全部又は一部を解除することができる。 

(1) 重大な過失又は背信行為があった場合 

(2) 仮差押、差押、競売、破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始又は特別

清算開始の申立ての対象となった場合 

(3) 手形交換所の取引停止処分を受けた場合 

(4) 公租公課の滞納処分を受けた場合 

(5) 乙の役員等が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していることが判明した

とき。 

(6) その他この契約を継続しがたい重大な事由が発生した場合 

２  前項の規定により甲がこの契約を解除したときは、甲は、乙に対し委託料の10分の１に

相当する金額を違約金として甲の指定する期日までに納付させ、甲になお損害があるとき

は、その賠償を請求することができるものとする。 

３ 乙は、甲が回線使用料の支払を停止した場合、甲に重大な過失若しくは背信行為があっ

た場合又はその他この契約を継続しがたい重大な事由が発生した場合は、何らの催告を要

せずこの契約の全部又は一部を解除することができる。 

４ 前項の規定により乙がこの契約を解除したときは、乙は、甲に対し、その賠償を請求す

ることができるものとする。 

（特約事項） 

第７条 この契約は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の３の規定による長期継

続契約であるため、この契約の締結の日の属する年度の翌年度以降において、この契約に

係る甲の歳出予算において減額又は削除があったときは、甲は、この契約を変更し、又は

解除することができる。 

２ 前項の規定による契約の変更又は解除により、乙に損害が生じる場合は、当該損害の賠

償について、甲乙協議して決定するものとする。 

（契約の変更） 

第８条 前２条に定めのあるもののほか、甲は、この契約を締結した後の事情により必要が

生じたときは、本業務の内容の一部を変更することができる。この場合において、契約期

間又は回線使用料の額を変更する必要があるときは、甲乙協議して書面によりこれを定め

るものとする。 

（個人情報の保護）  

第９条  乙は、本業務を実施するための個人情報の取扱いについては、仕様書別紙４個人情

報取扱特記事項を遵守しなければならない。 

（守秘義務） 

第10条 甲及び乙は、本契約に関連して相手方から秘密である旨明示され開示される相手方

の営業上、技術上の秘密（以下「秘密情報」という。）を、相手方の書面による事前承諾

なしに第三者に開示又は漏えいしてはならず、また、この契約履行の目的以外に使用して

はならない。 



 

 

２ 前項の規定に関わらず、次に該当する情報は、秘密情報として扱われないものとする。 

(1) 第三者から守秘義務を負うことなく正当に入手した情報 

(2) 相手方から情報を開示される以前に既に保有していた情報 

(3) 相手方から開示された情報によらず、独自に開発した情報 

(4) 公知の情報又は情報を受領した当事者の責めによらないで公知となった情報 

(5) 法令に基づき開示が要求される情報 

（その他） 

第11条 この契約に定めのない事項又はこの契約に関し疑義を生じた事項については、必要

に応じて甲乙協議の上定めるものとする。 

 

 

この契約の締結を証するため本書を２通作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有

するものとする。 

 

 

令和 年 月 日 

 

 

甲 岡山県岡山市北区内山下二丁目４番６号 

岡山県 

岡山県知事  伊 原 木  隆 太 

 

 

乙 

 

 

 

 


